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【届出の対象とした募集有価証券の種類】 新株予約権証券

(行使価額修正条項付新株予約権付社債券等)

【届出の対象とした募集金額】 その他の者に対する割当 19,600,000円
 

新株予約権の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払い込むべ

き金額の合計額を合算した金額

 2,199,600,000円
 

(注)　新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額は、すべ

ての本新株予約権が当初行使価額で行使されたと仮定して算出

した金額です。行使価額が修正された場合には、新株予約権の

行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額は増加

又は減少することがあります。また、本新株予約権の行使期間

内に行使が行われない場合又は当社が本新株予約権を取得して

消却した場合には、新株予約権の行使に際して払い込むべき金

額の合計額を合算した金額は減少します。

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行新株予約権証券】

(1) 【募集の条件】

発行数 10,000個（新株予約権１個につき普通株式1,000株）

発行価額の総額 19,600,000円

発行価格
新株予約権１個につき1,960円（本新株予約権の目的である株式１株あたり
1.96円）

申込手数料 該当事項はありません。

申込単位 １個

申込期間 平成27年１月16日

申込証拠金 該当事項はありません。

申込取扱場所 株式会社多摩川ホールディングス　経営企画部

払込期日 平成27年１月16日

割当日 平成27年１月16日

払込取扱場所 株式会社三井住友銀行　浜松町支店
 

(注) １．本有価証券届出書による株式会社多摩川ホールディングス（以下「当社」といいます。）第６回新株予約権

（以下「本新株予約権」といいます。）に係る募集（以下「本第三者割当」といい、本第三者割当による資

金調達を、「本資金調達」といいます。）は、平成26年12月26日開催の当社取締役会において決議されてお

ります。

２．申込方法は、総数引受契約を締結し、払込期日に上記払込取扱場所へ発行価額の総額を払込むものとしま

す。

３．払込期日までに本新株予約権の割当予定先との間で総数引受契約を締結しない場合は、本新株予約権に係る

割当ては行われないこととなります。

４．本新株予約権の募集は第三者割当の方法によります。

５．本新株予約権の発行は、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とします。

６. 振替機関の名称及び住所は次のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号
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(2) 【新株予約権の内容等】

当該行使価額修正条項付新株予約権

付社債券等の特質

１. 本新株予約権の目的である株式の種類及び数

　本新株予約権の目的となる株式の総数は、当社普通株式10,000,000株

（当社普通株式は、別記「新株予約権の目的となる株式の種類」欄に定

義する。以下同じ。）であり、当社普通株式の株価の上昇又は下落によ

り本新株予約権の行使価額（別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄

第１項(2)に定義する。以下同じ。）が修正されても変化しない。但し、

別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄に記載のとおり、調整され

る場合がある。なお、株価の上昇又は下落により行使価額が修正された

場合、本新株予約権による資金調達の額は増加又は減少する。

 ２. 行使価額の修正

　当社は、平成27年１月16日以降、資金調達のため必要があるときは、

当社取締役会の決議により、本新株予約権の行使価額が修正される仕組

みに切り替えることが可能である。本項に基づき行使価額が修正される

仕組みに切り替える旨を決議した場合、当社は直ちにその旨を本新株予

約権者に通知するものとし、当該通知が行われた日から３取引日目（又

は当社と本新株予約権者が合意するそれより短い日）（同日を含む。）

以降別記「新株予約権の行使期間」欄に定める期間の満了日まで、行使

価額は、各修正日の前取引日の東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の90％

に相当する金額（円位未満小数第３位まで算出し、小数第３位の端数を

切り上げた金額）に修正される。但し、上記の計算によると修正後の行

使価額が下限行使価額（本欄第４項に定める価額をいう。以下同じ。）

を下回ることとなる場合には、行使価額は下限行使価額とする。本有価

証券届出書において、「修正日」とは、各行使価額の修正につき、

（注）６項(3)に定める本新株予約権の各行使請求の効力発生日をいう。

「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会が行われる日をい

う。但し、東京証券取引所において当社普通株式のあらゆる種類の取引

停止処分又は取引制限があった場合には、当該日は「取引日」にあたら

ないものとする。

 ３. 行使価額の修正頻度

　当社が本欄第２項に定める取締役会決議をした旨を本新株予約権者に

通知した日から３取引日目（又は当社と本新株予約権者が合意するそれ

よりも短い日）以降別記「新株予約権の行使期間」欄に定める期間の満

了日まで、同項に記載の条件に該当する都度、修正される。

 ４. 行使価額の下限

　行使価額は153円（但し、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第

３項による調整を受ける。）（以下「下限行使価額」という。）を下回

らないものとする（なお、本欄第２項記載の計算によると修正後の行使

価額が下限行使価額を下回ることとなる場合、行使価額は下限行使価額

とする。）。

 ５. 割当株式数の上限

　10,000,000株（本有価証券届出書提出日現在の当社発行済普通株式総

数41,865,000株に対する割合は、23.89％（小数第３位まで算出し、小数

第３位の端数を四捨五入した値。））。但し、別記「新株予約権の目的

となる株式の数」欄に記載のとおり、調整される場合がある。

 ６. 本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限（本欄第４項

に記載の行使価額の下限にて本新株予約権が全て行使された場合の資金

調達額）

　本新株予約権の発行価額の総額19,600,000円に下限行使価額である153

円で本新株予約権全部が行使された場合の1,530,000,000円を合算した金

額である1,549,600,000円（但し、本新株予約権の全部又は一部が行使さ

れない可能性がある。）。

 ７. 当社の請求による本新株予約権の取得

　本新株予約権には、当社の決定により、本新株予約権の全部又は一部

を取得することを可能とする条項が設けられている（詳細については別

記「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」欄参照）。
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新株予約権の目的となる株式の種類 株式会社多摩川ホールディングス　普通株式（以下「当社普通株式」とい

う。）

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準とな

る株式である。なお、当社普通株式における単元株式数は1,000株である。

新株予約権の目的となる株式の数 １. 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式

10,000,000株（本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下

「割当株式数」という。）は1,000株）とする。但し、本欄第２項乃至第

４項により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的であ

る株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整される。

２. 当社が別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項の規定に従っ

て行使価額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整さ

れる。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、か

かる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、別記「新株予

約権の行使時の払込金額」欄第３項に定める調整前行使価額及び調整後

行使価額とする。

 

調整後
割当株式数

＝
調整前
割当株式数

×
調整前
行使価額

調整後行使価額
 

 
３. 調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事由に係る別記「新株予

約権の行使時の払込金額」欄第３項(2)及び(5)による行使価額の調整に

関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

４. 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開

始日の前日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨及びそ

の事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数並びにその適用開始日そ

の他必要な事項を書面で通知する。但し、別記「新株予約権の行使時の

払込金額」欄第３項(2)⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上

記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを

行う。

新株予約権の行使時の払込金額 １. 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価

額は、行使価額に割当株式数を乗じた額とする。

(2) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの

金銭の額（以下「行使価額」という。）は、当初218円とする。但し、

行使価額は本欄第２項に定める修正及び本欄第３項に定める調整を受

ける。

 ２. 行使価額の修正

(1) 当社は、平成27年１月16日以降、資金調達のため必要があるとき

は、当社取締役会の決議により、本新株予約権の行使価額が修正され

る仕組みに切り替えることが可能である。本項に基づき行使価額の修

正を決議した場合、当社は直ちにその旨を本新株予約権者に通知する

ものとし、当該通知が行われた日から３取引日目（又は当社と本新株

予約権者が合意するそれより短い日）（同日を含む。）以降別記「新

株予約権の行使期間」欄に定める期間の満了日まで、行使価額は、各

修正日の前取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引

の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の90％に相当

する金額（円位未満小数第３位まで算出し、小数第３位の端数を切り

上げた金額）に修正される。但し、上記の計算によると修正後の行使

価額が下限行使価額を下回ることとなる場合には、行使価額は下限行

使価額とする。下限行使価額は、153円とする。但し、本欄第３項の規

定を準用して調整される。

(2) 行使価額は153円（但し、本欄第３項による調整を受ける。）を下回

らないものとする。本項(1)の計算によると修正後の行使価額が下限行

使価額を下回ることとなる場合、行使価額は下限行使価額とする。
 

 

EDINET提出書類

株式会社多摩川ホールディングス(E01864)

有価証券届出書（組込方式）

 4/34



 

 ３. 行使価額の調整

(1) 当社は、本新株予約権の発行後、本項(2)に掲げる各事由により当社

の発行済普通株式の総数に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性

がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」とい

う。）をもって行使価額を調整する。

 

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
既発行
株式数

＋

新発行・
処分株式数

×
１株あたりの
払込金額

１株あたりの時価

既発行株式数＋新発行・処分株式数
 

 
 (2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価

額の適用時期については、次に定めるところによる。

 
①　本項(4)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を

新たに発行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合

（無償割当てによる場合を含む。）（但し、新株予約権（新株予約

権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は

取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権

利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株

式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。）

　調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場

合はその最終日とし、無償割当ての場合はその効力発生日とす

る。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受

ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これ

を適用する。

 ②　株式の分割により普通株式を発行する場合

　調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを

適用する。

 ③　本項(4)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を

交付する定めのある取得請求権付株式又は本項(4)②に定める時価を

下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与す

る場合

　調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又

は新株予約権の全部が当初の条件で行使されたものとみなして行使

価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の

場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降こ

れを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基

準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

 ④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。）の取得と引換えに本項(4)②

に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合

　調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

 ⑤　本項(2)①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ、効力

の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の

承認を条件としているときには、本項(2)①乃至③にかかわらず、調

整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。

この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日まで

に本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算

出方法により、当社普通株式を追加的に交付する。

 
 

株式数
 

＝
（
調整前
行使価額

－
調整後
行使価額

）×
調整前行使価額により
当該期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

 
　この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるもの

とする。
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 (3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額

との差額が１円未満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。

但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を

調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整

前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

 (4) ①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算

出し、小数第２位を四捨五入する。

②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適

用される日（但し、本項(2)⑤の場合は基準日。）に先立つ45取引

日目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当社普通株

式の普通取引の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とす

る。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出

し、小数第２位を四捨五入する。

③　行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受

ける権利を与えるための基準日がある場合はその日、また、かか

る基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の

１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日

において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。ま

た、本項(2)⑤の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処

分株式数は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当

てられる当社の普通株式数を含まないものとする。

 (5) 本項(2)の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場

合には、当社は、本新株予約権者と協議のうえ、その承認を得て、必

要な行使価額の調整を行う。

①　株式の併合、資本金の額の減少、会社分割、株式交換又は合併の

ために行使価額の調整を必要とするとき。

②　その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の

発生により行使価額の調整を必要とするとき。

③　行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由

に基づく調整後の行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、

他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

 (6) 行使価額の調整を行うとき（下限行使価額が調整されるときを含

む。）は、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新

株予約権者に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前行使価

額、調整後行使価額（調整後の下限行使価額を含む。）並びにその適

用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、本項(2)⑤に定め

る場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない

場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価額の総額

金2,199,600,000円

(注)　すべての本新株予約権が当初行使価額で行使されたと仮定して算出

した金額である。行使価額が修正された場合には、新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総額は増加又は減

少することがある。また、本新株予約権の行使期間内に行使が行わ

れない場合又は当社が本新株予約権を取得して消却した場合には、

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総

額は減少する。

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額

１. 新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合の当社普通株式

１株の発行価格

　本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、

行使請求にかかる各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

の総額に、行使請求にかかる各本新株予約権の払込金額の総額を加えた

額を、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載の株式の数で除

した額とする。但し、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄第２

項乃至第４項及び別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項に

よって調整が行われることがある。
 

 

EDINET提出書類

株式会社多摩川ホールディングス(E01864)

有価証券届出書（組込方式）

 6/34



 

 ２. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び

資本準備金

　本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合の増加する資

本金の額は、会社計算規則第17条の定めるところに従って算定された資

本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を

生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額

は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使期間 平成27年１月19日から平成29年１月18日までとする。

新株予約権の行使請求の受付場所、

取次場所及び払込取扱場所

１. 新株予約権の行使請求受付場所

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

２. 新株予約権の行使請求取次場所

該当事項はありません。

３. 新株予約権の行使請求の払込取扱場所

株式会社三井住友銀行　浜松町支店

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。

自己新株予約権の取得の事由及び取

得の条件

１. 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合

は、本新株予約権の払込期日の翌日以降、会社法第273条及び第274条の

規定に従って15取引日前に通知をしたうえで、当社取締役会で定める取

得日に、本新株予約権１個当たり1,960円の価額で、本新株予約権者（当

社を除く。）の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することが

できる。一部取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行

うものとする。本新株予約権の発行要項（以下「本発行要項」とい

う。）の他のいかなる規定にもかかわらず、当社による本新株予約権者

に対する本新株予約権の取得の通知は、かかる取得に関して本新株予約

権者が得たいかなる情報も、適用ある日本の法令において未公開の重要

情報又はインサイダー情報その他の同様な未公開情報を構成しないよ

う、当社が当該取得について開示をしない限り効力を有しないものとす

る。

 ２. 当社は、当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）をす

る場合、株式交換若しくは株式移転により他の会社の完全子会社となる

場合又は東京証券取引所において当社普通株式が上場廃止とされる場

合、会社法第273条の規定に従って15取引日前に通知をしたうえで、当社

取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たり1,960円の価額で、

本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得

する。本発行要項の他のいかなる規定にもかかわらず、当社による本新

株予約権者に対する本新株予約権の取得の通知は、かかる取得に関して

本新株予約権者が得たいかなる情報も、適用ある日本の法令において未

公開の重要情報又はインサイダー情報その他の同様な未公開情報を構成

しないよう、当社が当該取得について開示をしない限り効力を有しない

ものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 該当事項はありません。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
該当事項はありません。

 

(注) １. 行使価額修正選択権付新株予約権付社債券等の発行により資金調達をしようとする理由

(1) 募集の目的及び理由

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社多摩川ホールディングス）、子会社12社に

より構成されており、電子・通信用機器事業及び太陽光エネルギー事業を主たる業務としております。

太陽光エネルギー事業につきましては、主要な商品として、太陽光モジュールをはじめパワーコンディ

ショナ、その他付属設備を、太陽光発電システムとして主に事業会社に対して販売を行う太陽光システム販

売事業と、自社グループで太陽光発電所を建設し、当該発電所で発電した電力を電力会社に対して販売する

太陽光発電所事業の２つの事業を行っております。

我が国において、平成24年７月１日に施行された「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関

する特別措置法」（以下「再生可能エネルギー特別措置法」といいます。）は、欧州で独立発電業者

（IPP）の新規参入を増加させたフィード・イン・タリフ（FIT）制度と類似した電力（太陽光、風力、水

力、地熱及びバイオマスを用いて発電された電力）全量買取り制度を導入すること及び買取りに要した費用

に充てるため各電気事業者がそれぞれの需要家に対し賦課金の支払を請求することを認めること等を内容と

する法律であります。同法の施行により、日本における太陽光発電市場は大きく促進されて参りました。
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太陽光発電所は、再生可能エネルギー特別措置法の施行により、一般事業者が太陽光発電所を運営し、発

電した電力全量買取制度により電力会社へ20年間固定の価格（太陽光（10Kw以上）の場合、平成24年度参入

者は40円＋税、平成25年度参入者は36円＋税、平成26年度参入者は32円＋税）で販売できる事業です。これ

により、太陽光発電所事業は、安定的な収益につながる事業として期待しております。

当社グループは、平成22年10月に太陽光エネルギー事業を新規事業として立ち上げて以降、平成24年７月

には太陽光発電所事業を開始し、平成25年６月からは山口県下関市のメガソーラー発電所（設置Kw数：約

1,500Kw）において、同年９月からは長崎県南島原市の発電所（設置Kw数：約49Kw。現在約1,000Kwへ拡張工

事中。九州電力株式会社より「系統連携承諾通知書」を受領しており九州の再生可能エネルギー発電設備に

対する接続申込の回答保留の対象外です。）において既に売電を開始しております。また、長崎県五島市荒

神岳においても当社で初となる特別高圧で連係する大規模メガソーラー発電所（設置Kw数：約5,500Kw予

定。九州電力株式会社より「系統連携承諾通知書」を受領しており九州の再生可能エネルギー発電設備に対

する接続申込の回答保留の対象外です。）について長崎県との各種申請手続（平成26年11月14日付林地開発

許可を取得）を進め平成28年３月までに発電所の竣工及び売電開始に向けて建設を進めております。この

他、メガソーラー発電所の土地の造成が終了しパネル等の設備を設置中の案件として千葉県館山市の案件

（設置Kw数：約2,000Kw予定）、用地を確保した案件として、太陽光発電所の転売を前提とした神奈川県横

浜市の案件（設置Kw数：1,200Kw予定）、並びに、太陽光発電所の保有を前提とした千葉県袖ケ浦市の案件

（設置Kw数：約1,300Kw予定）及び青森県三沢市の案件（設置Kw数：約10,000Kw予定）が存在します。

太陽光発電所事業のうち、規模が大きいメガソーラー案件において必要となる資金は、自己資金と金融機

関等からの借入により拠出することとしておりますが、金融機関等からの借入に際しては自己資金があるこ

とが前提となるところ、当社の現状の自己資金は、その大部分が長崎県南島原市の発電所（以下「南島原発

電所」といいます。）の拡張及び青森県三沢市の発電所（以下「三沢発電所」といいます。）の設置以外の

案件に投資される予定であり、南島原発電所の案件及び三沢発電所の案件に投資可能な自己資金は確保が難

しい状況です。このような自己資金の状況では、これらの案件のために金融機関等から借入を行うことも困

難であるため、上記のうち、メガソーラー案件である長崎県南島原市の発電所（以下「南島原発電所」とい

います。）の拡張及び青森県三沢市の発電所（以下「三沢発電所」といいます。）の設置のために、当社は

自己資金を調達する必要があります。

また、当社は上記の確定案件（太陽光発電所に係る収益予測の確認及び用地の確保が出来ており、経済産

業省の設備認定及び電力会社からの接続に関する回答を当社グループで受けている案件を言います。）以外

にも、未確定ながらも太陽光発電所の複数の候補地（太陽光発電所用地につき、土地賃貸借の手付金の支払

い又は土地賃貸借の予約契約若しくは覚書の締結等により用地確保の目途がある状況のもの、太陽光発電所

用地の確保を行うための基本合意の締結等の手続を行おうとしている状況のもの、又は、太陽光発電所用地

としての収益性、土地の状況・権利関係等の調査段階であるもの。）を有しており、現在又は将来保有のメ

ガソーラー発電所の売却等ポートフォリオの組替えも想定の上、積極的に優良な案件に投資を行う予定であ

ります。これらについても、地権者との合意を行うことができれば、土地の確保及び太陽光発電所の建設に

必要な資金を迅速に調達する必要があるところ、地権者との合意を得られる時期については当社の意向のみ

で確定することができないことから、機動的な資金調達手段を選択する必要があります。

さらに、当社は、再生可能エネルギーのなかでもとりわけ太陽光エネルギーを行ってまいりましたが、経

済産業省より発電事業に関する注意喚起や、固定価格買取制度に係る設備認定の運用見直しの実施等の通知

がなされるなどの昨今の太陽光エネルギー事業を取り巻く環境の中、当社グループはかねてより、風力、地

熱、小水力、バイオマス等による発電所事業を模索し、太陽光エネルギー事業に加えて別の再生可能エネル

ギーを収益の柱として構築すべく、調査・検討しておりました。その一環として、この度、地熱発電分野へ

の進出について様々な観点から検討を進める過程において、当社は、泉源所有者と協議及び交渉する機会を

持ち、大分県別府市の地熱発電所（設置Kw数：125Kw予定。九州電力及び経済産業省への申請につきまして

は平成26年12月26日以降行います。）（以下「別府地熱発電所」といいます。）の事業化の検討を行った結

果、発電設備の専有面積が比較的小規模ですみ、安定的且つ、効率的な発電の確保が可能となると判断し、

新規事業として地熱発電所事業（以下「本新規事業」といいます。）に本格的に取り組むことといたしまし

た。

地熱発電は、地中から発生する蒸気をエネルギー源とすることから半永久的に利用でき、太陽光発電と異

なり、天候・季節・昼夜を問わず、24時間体制の安定的な発電が可能であり、発電設備の専有面積が比較的

小規模ですむため、効率的な電源の確保が可能となります。固定価格買取制度においても太陽光により発電

した電力が平成26年度においては32円（税別/10Kw以上。なお、買取価格は年度ごとに変動する可能性があ

ります。）で買取期間が20年間であるのに対し、地熱により発電した電力は平成26年度においては40円（税

別/15,000Kw未満。なお、買取価格は年度ごとに変動する可能性があります。）で買取期間が15年間であ

り、地熱発電は、今後、大きく注目される再生可能エネルギーの一つであると考えております。

当社グループは、太陽光発電所事業に加え、地熱エネルギーを有効活用した、本新規事業を展開し、本新

規事業を当社グループの新しい収益の柱として育て、企業価値の向上をさらに推し進めてまいる所存です。

別府地熱発電所において必要となる資金については、自己資金と金融機関等からの借入によることとして

おりますが、金融機関等からの借入に際しては一定程度の自己資金があることが前提となるところ、当社の

現状の自己資金は別府地熱発電所の設置以外の案件に投資される予定であるため、別府地熱発電所の設置の

ために、当社は自己資金を調達する必要があります。
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そこで、当社は、マッコーリー・バンク・リミテッドを割当予定先として第三者割当により本新株予約権

を発行し、その発行及び行使による調達資金を、当社子会社への出資又は貸付けにより拠出することで、当

社子会社が行う、南島原発電所及び三沢発電所並びに潜在的な案件が確定案件となった場合における太陽光

発電所の設置に充当することとしました（各案件の詳細につきましては、下記「２　新規発行による手取金

の使途　(2) 手取金の使途」をご参照ください。）。

なお、将来、南島原発電所及び三沢発電所より優良な案件が出た場合には、本新株予約権の発行及び行使

により調達する資金の投資順位が変動する可能性があります。

 
(2) 行使価額修正選択権付新株予約権の発行を選択した理由

本新株予約権は、既存株主に対して、相応の希薄化の影響を与えるため、当社は、本新株予約権の発行の

決定に際し、他の資金調達方法との比較を行いました。その結果、以下に掲げる理由により、現時点の当社

における資金調達方法として、第三者割当による本新株予約権による資金調達が、最も合理的と考えられる

ものと判断いたしました。

①　本新株予約権の発行及び行使による調達資金は、当社子会社が行う太陽光発電所事業及び本新規事業に

充当する予定です。太陽光発電所事業のうち、規模が大きいメガソーラー案件において必要となる資金

は、自己資金と金融機関等からの借入により拠出することとしておりますが、金融機関等からの借入に

際しては自己資金があることが前提となるところ、当社の現状の自己資金は、その大部分が南島原発電

所の案件及び三沢発電所の案件以外の案件に投資される予定であり、南島原発電所の案件及び三沢発電

所の案件に投資可能な自己資金は確保が難しい状況です。現状の確定案件のうち、南島原発電所の案件

及び三沢発電所の案件は、規模が大きいメガソーラー案件ですが、このような自己資金の状況では、こ

れらの案件のために金融機関等から借入を行うことも困難であるため、これらの案件のために、当社は

自己資金を調達する必要があります。

②　公募増資やコミットメント型のライツオファリングといった広く出資者を募る方法については、資金調

達までに証券会社による審査等が必要であるところ、当社子会社の太陽光発電所事業計画及び地熱発電

所事業計画における支出予定時期までに引受証券会社との合意を得ることは難しいものと考えられ、ま

た、株主割当増資やノンコミットメント型のライツオファリングについては、公表から新株予約権の行

使による払込までに第三者割当に比べて長い期間を要することから当社が資金を必要とする時期までに

調達することは難しいものと考えられます。

③　第三者割当においても資金調達の確実性という観点からは新株式の発行による調達が好ましいものの、

当社子会社の太陽光発電所事業計画及び地熱発電所事業計画において平成27年１月以降から生じる資金

使途に随時充当する予定であって当該資金計画にそって調達が可能であれば足りるものと判断してお

り、本新株予約権による調達は、本新株予約権の発行時における払込み、及び行使期間中における行使

による調達を期待することが可能であると判断しているところ、権利行使による段階的に株式が発行さ

れることが想定されており、株式の発行と比較して一時点において希薄化が生じるものではなく、権利

行使に応じて希薄化が生じるものとります。また、その結果として、新株式の発行に比べて、株価市場

への影響が軽減されるものと考えられます。さらに、本新株予約権は、行使価額修正選択権付新株予約

権ではあるものの、行使価額の修正により行使価額が下落した場合でも、新株予約権の行使により交付

される当社株式数は変化しないものとしており、行使価額の下落に応じて交付される株式数が増加する

新株予約権と比べて、希薄化に配慮した設計となっていると判断されます。

④　新株予約権の行使は、割当予定先の行使に係る投資判断によるため、株式に比べて調達手段としては不

確実性があり、本新株予約権の行使による調達額及び差引手取概算額は減少し、当社グループの事業計

画を遂行できなくなる可能性が生じることは否定しないところではあります。しかしながら、本新株予

約権は、行使価額修正選択権付新株予約権のため、当社取締役会の決議により、本新株予約権の行使価

額が修正される仕組みに切り替えられた後は、株価が上昇した場合は資金調達額が増加することを期待

することができる一方、株価が下落した場合においても、行使価額が下限行使価額（発行決議日前取引

日の東京証券取引所の終値の70％の水準）を上回っている限りにおいては、行使価額よりも時価の方が

高い価格となるように設計されており、その場合には、割当予定先が本新株予約権を行使することを期

待することができるものと判断できます。また、割当予定先は新株予約権の行使期間中の株式購入保証

期間（下記「（注）１　(3) 本資金調達方法の特徴　＜本新株予約権の主な特徴＞　⑥　株式購入保

証」に記載のとおり）において、一定の条件を満たした場合、一定額の行使を保証することとされてお

り、一定の範囲においては、行使価額修正条項付新株予約権によっても資金調達が可能となる設計と

なっており、新株予約権による資金調達の不確実性について一定程度手当てがなされています。
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(3) 本資金調達方法の特徴

本新株予約権による資金調達方法には、以下のような特徴があります。

＜本新株予約権の主な特徴＞

①　最大交付株式数の限定

本新株予約権の目的である当社普通株式数は、10,000,000株で固定されており、最大交付株式数が限定

されております。そのため、行使価額が修正された場合であっても、将来の株価動向によって当初の見

込みを超える希薄化が生じるおそれはありません（但し、上記「新株予約権の目的となる株式の数」欄

に記載のとおり、調整されることがあります。）。

②　行使価額修正条項・選択権による調達の柔軟性

本新株予約権の行使価額は、原則として固定されていますが、当社の判断により、本新株予約権の行使

価額が修正される仕組みに切り替えることが可能です（具体的な修正の内容は、上記「当該行使価額修

正条項付新株予約権付社債券等の特質」欄第２項「行使価額の修正」をご参照ください。）。このよう

に、当社が、本新株予約権の行使価額が修正される仕組みに切り替えるか否かの選択権を持つことによ

り、当初の目標株価であった当初行使価額を大幅に上回って株価が上昇した場合には、当社は割当予定

先が本新株予約権を行使することができない期間を適宜設定しつつ行使価額が修正される仕組みに切り

替えることで、資金調達額を増額することが可能となります。一方、当初行使価額を下回って株価が推

移している状態であっても、当社の判断で行使価額が修正される仕組みに切り替えることにより、行使

価額が下限行使価額を下回らない限り、行使価額は株価を下回る価額に設定されるため、本新株予約権

の行使を促進させることが可能となります。

③　株価への影響の軽減が可能であること

本新株予約権の行使価額は、原則として固定されていますが、当社の判断により、本新株予約権の行使

価額が修正される仕組みに切り替えることが可能です。本新株予約権の行使価額は各行使請求の効力発

生日の直前の取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値を基準として修正される

仕組みとなっていることから、複数回による行使と行使価額の分散が期待されるため、当社普通株式の

供給が一時的に過剰となる事態が回避されやすく、また、下限行使価額が153円（発行決議日前取引日

の東京証券取引所の終値の70％の水準）に設定されており、反対に上限行使価額は設定されていないこ

とから、株価への影響の軽減が可能となると考えております。

④　将来的な株価上昇の場合、希薄化を軽減できること

当社の判断により、本新株予約権の行使価額が修正される仕組みに切り替えた場合、本新株予約権には

上限行使価額は設定されていないことから、将来的に株価が上昇した場合には、行使価額も対応して上

昇します。行使価額が修正される仕組みに切り替えられない場合は、株価が上昇すると株価を大きく下

回る行使価額で権利行使が一気に進むことが想定されますが、当社の判断により本新株予約権の行使価

額が修正される仕組みに切り替えることで、行使価額を株価に接近させ、一気に権利行使が進むのを抑

制することができます。

⑤　取得条項

将来的に本新株予約権による資金調達の必要性がなくなった場合、又はそれ以上の好条件での資金調達

方法が確保できた場合等には、当社の選択により、本新株予約権の払込期日の翌日以降、いつでも残存

する本新株予約権を別記「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」欄第１項記載の取得条項に

従って取得することが可能です。取得価額は発行価額と同額であり、追加的な費用負担は発生いたしま

せん。

⑥　株式購入保証

本買取契約において、行使期間中、当社は、(i)当社が割当予定先に対して一定の様式の書面による事

前の通知により株式購入保証期間を指定すること、及び(ⅱ)ある株式購入保証期間の終了日と他の株式

購入保証期間の開始日の間は、少なくとも５取引日以上の間隔を空けることを条件として、最大５回ま

で、株式購入保証期間の適用を指定することができます。株式購入保証期間において、割当予定先は、

本新株予約権を行使し、当社普通株式に係る当該株式購入保証期間の指定時の流動性に応じた行使保証

金額（以下に定義します。以下同じ。）と同額を行使価額として当社に対して払い込むこととされてお

ります（なお、かかる場合、割当予定先は本新株予約権をその裁量で一回又は複数回に分けて行使する

ことができるものとされます。）。

但し、(i)ある株式購入保証期間の初日において該当する行使保証金額分を下回る数の本新株予約権が

残存する場合には、割当予定先は、その時点で未行使の本新株予約権を行使すれば足り、(ⅱ)ある株式

購入保証期間中に、行使期間の末日、別記「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」欄記載の取

得事由に定める取得日又は本買取契約に基づく取得請求権（※Ⅰ）による取得を割当予定先が請求した

日のいずれかの日（以下「早期終了日」といいます。）が到来する場合、割当予定先は早期終了日時点

において該当する行使保証金額に不足する金額が生じたとしても、かかる不足額を当社に対して支払う

いかなる義務も負わないものとされます。
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なお、「株式購入保証期間」とは、当社が株式購入保証期間の適用を指定した日の翌適格取引日から起

算して20適格取引日の期間をいい、「適格取引日」とは、以下の全ての事由が存在しない取引日をいう

ものとします。

・　東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の株価が、本新株予約権の下限行使価額（本新株

予約権が行使価額固定型新株予約権（当社取締役会の決議により、本新株予約権の行使価額が修正

される仕組みに切り替える前の本新株予約権のことをいう。）である間に該当する株式購入保証期

間が設定された場合は、当初行使価額）に1.1を乗じた額以下である場合

・　東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の株価が、東京証券取引所が公表する、直前の取

引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値から10％以上下落している場合

・　当社普通株式の当該取引日の東京証券取引所における普通取引の売買代金が、当該行使保証金額に

係る下記の必要下限売買代金以下である場合

行使保証金額 必要下限売買代金

５億円 １億円

４億円 8,000万円

2.5億円 5,000万円

１億円 2,000万円
 

・　当該取引日が不行使期間（詳細については下記⑦を参照）に該当する場合

・　当該取引日より前に割当予定先が行使していたものの、当該行使により取得することとなる当社普

通株式が当該行使が効力を生じた日から３取引日を超えて割当予定先に交付されていない、本新株

予約権が存在する場合

・　割当予定先による行使が、制限超過行使（本新株予約権の行使をしようとする日を含む暦月におい

て当該行使により取得することとなる当社普通株式数が払込期日時点における上場株式数（東京証

券取引所が当該払込期日時点に公表している直近の上場株式数をいいます。払込期日後に行われた

株式の分割、併合又は無償割当てが行われた場合に公正かつ合理的に調整された上場株式数を含み

ます。）の10％を超えることとなる場合における当該10％を超える部分に係る本新株予約権の行使

をいいます。）に該当し、又は私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第

54号、その後の改正を含みます。）第11条第1項本文所定の制限に抵触する場合

・　本買取契約に基づく当社の表明保証のいずれかに表明保証時点において重大な誤りがある場合又は

表明保証時点後不正確になった場合（但し、割当予定先が軽微な違反と判断した場合を除きま

す。）

・　当社が本買取契約に定める誓約事項のいずれかに違反している場合（但し、割当予定先が軽微な違

反と判断した場合を除きます。）

また、「行使保証金額」とは、当社が株式購入保証期間を開始する日に先立つ５取引日間又は20取引日

間の当社普通株式の１取引日当たりの取引所における普通取引の日次平均売買代金のいずれか低い方を

基準に、下記表の記載に従って決定される金額で、下記の表中の対応する行に参照される金額をいいま

す。

当社普通株式の流動性
(日次売買代金の平均)

行使保証金額

１億円超 ５億円

8,000万円超から１億円以下 ４億円

5,000万円超から8,000万円以下 2.5億円

2,000万円以上から5,000万円以下 １億円

2,000万円未満 ０円
 

⑦　不行使期間

本買取契約において、当社は、株式購入保証期間（上記「⑥　株式購入保証」に記載しております。）

中を除く、本新株予約権の行使期間中、割当予定先が本新株予約権を行使することができない期間（以

下「不行使期間」といいます。）を２回まで定めることができます。１回の不行使期間は15連続取引日

以下とし、当社は割当予定先に対し、当該期間の初日から遡って３取引日前までに書面により不行使期

間の通知を行います。当社の判断により、本新株予約権の行使価額が修正される仕組みに切り替えた場

合であって、継続的な当社の株価の上昇が見込まれる場合は、当社が不行使期間を設定することで、不

行使期間経過後（不行使期間中に当社の株価が上昇していれば、不行使期間経過後の本新株予約権の行

使価額もより高い価額に修正されます。）に割当予定先が本新株予約権を行使することが想定され、当

社はより多くの資金を調達できる可能性を確保することができます。
　
(※)　取得請求権

本買取契約には、以下①から⑤までのいずれかの場合には、割当予定先は、それ以後いつでも（株式購入

保証期間中であるか否かを問いません。）、その選択により、当社に対して書面で通知することにより、

本新株予約権の全部又は一部の取得を請求することができる旨が定められます。

①　いずれかの取引日において、東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値が10取引日連続

して別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第１項(2)に定める当初の行使価額の50％（109円）

（但し、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項により行使価額が調整される場合には、当

該行使価額の調整に応じて適宜に調整されるものとします。）を下回った場合
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②　いずれかの10連続取引日間の当社普通株式の１取引日当たりの東京証券取引所における普通取引の平

均売買出来高が、(i)平成26年12月26日（なお、同日は含まない。）に先立つ10連続取引日間の当社

普通株式の１取引日当たりの東京証券取引所における普通取引の平均売買出来高（但し、別記「新株

予約権の目的となる株式の数」欄第２項乃至第４項により割当株式数が調整される場合には、当該割

当株式数の調整に応じて適宜に調整されるものとする。）の50％若しくは、(ii)平成26年12月26日

（なお、同日は含みません。）の直後の10連続取引日間の当社普通株式の１取引日当たりの東京証券

取引所における普通取引の平均売買出来高（但し、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄第２

項乃至第４項により割当株式数が調整される場合には、当該割当株式数の調整に応じて適宜に調整さ

れるものとします。）の50％のいずれか高い方を下回った場合

③　割当予定先が本新株予約権の行使期間満了の１ヶ月前の時点で未行使の本新株予約権を保有している

場合

④　東京証券取引所における当社普通株式の取引が５取引日以上の期間にわたって停止された場合

⑤　上記①から④までのいずれにも該当しない場合において割当予定先が当社に信用等に重大な影響を与

えるおそれのある事象があって未行使の本新株予約権の取得を請求することが必要であるとその裁量

で判断した場合

なお、当社は、当該取得請求に係る書面が到達した日の翌取引日から起算して15取引日目の日において、

本新株予約権１個当たり発行価額と同額の金銭と引換えに、当該取得請求に係る本新株予約権の全部を取

得するものとされ、本新株予約権の行使期間が満了した場合でも、当該取得請求に係る各本新株予約権に

ついて割当予定先による取得請求権の行使に基づき当社が割当予定先に支払うべき発行価額相当額の支払

義務は消滅又は免除されないものとされます。

 
＜本新株予約権の主な留意事項＞

①　当初資本調達額が限定的

新株予約権の特徴として、新株予約権者による権利行使があって初めて、本新株予約権の行使個数に応

じた割当株式数に行使価額を乗じた金額の資金調達がなされるため、本新株予約権の発行時点では、資

金調達額が限定されます。

②　株価低迷時に資金調達が当初想定額を大きく下回る可能性

株価が長期的に下限行使価額を下回る場合などでは、本新株予約権の行使はされず、資金調達額が当初

想定額を大きく下回る可能性があります。

③　割当予定先が当社普通株式を市場売却することにより当社株価が下落する可能性

割当予定先の当社普通株式に対する保有方針は短期保有目的であることから、割当予定先が本新株予約

権を行使して取得した株式を市場で売却することを前提としており、現在の当社普通株式の流動性に鑑

みると、割当予定先による当社普通株式の売却により当社普通株式の株価が下落する可能性がありま

す。

④　割当予定先が本新株予約権を行使せず、資金調達がなされない可能性

割当予定先に本新株予約権の行使義務が生じる場面は限られていますので、割当予定先が行使をしない

場合、資金調達額は当初想定した額を下回る可能性もあります。

⑤　取得請求権により資金調達額が当初想定額を大きく下回る可能性

本新株予約権発行後、当社普通株式の株価が大幅に下落した場合又は東京証券取引所における当社普通

株式の平均売買出来高が大幅に減少した場合、割当予定先が本買取契約に定められた取得請求権（上記

「（注）１　(3) 本資金調達方法の特徴　＜本新株予約権の主な特徴＞　⑥　株式購入保証　（※）取

得請求権」に記載のとおり）を行使することにより、調達額が減少する場合があります。

 
また、当社と割当予定先は、本買取契約において、本新株予約権が行使価額修正条項付新株予約権に転

換された場合には、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条第１項、同施行規則第436条第１

項から第５項までの定めに基づき、原則として、単一暦月中に本新株予約権その他のＭＳＣＢ等（東京

証券取引所が定める有価証券上場規程施行規則第411条に定義されるＭＳＣＢ等をいいます。）のいず

れか又は複数の行使により取得される株式数が、本新株予約権の払込日時点における上場株式数の10％

を超える場合には、当該10％を超える部分に係る行使を行わせない旨その他の同施行規則第436条第４

項に規定する内容を定めます。
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さらに、本買取契約には、以下の内容が含まれます。

・　エクイティ性証券の発行

本新株予約権が残存する限り、当社は、割当予定先の事前の書面による同意がない限り、株式、新株予

約権又はこれらに転換し若しくはこれらを取得する権利が付与された証券を発行しないことに合意する

予定です。但し、①当社の役員、従業員及び当社の子会社の役員、従業員を対象とするストック・オプ

ションを発行する場合、並びに②当社が他の事業会社との間で行う業務上の提携（既存の提携に限ら

ず、新規又は潜在的な提携を含みます。）の一環として又はこれに関連して当該他の事業会社に対して

これらの証券を発行する場合（当該事業会社が金融会社又は貸金業者でなく、また、当社に対する金融

を提供することを主たる目的として業務上の提携を行うものでもない場合に限ります。）を除きます。

・　優先交渉権に関する条項

①本新株予約権の行使期間の満了日、②当該満了日以前に本新株予約権の全部の行使が完了した場合に

は当該行使が完了した日、③当社が割当予定先の保有する本新株予約権の全部を取得した日、及び④本

買取契約が解約された日、のいずれか先に到来する日から６ヶ月後までの間に、次の(i)乃至(ⅲ)のい

ずれかの証券（権利）（以下、本項において「新株及び新株予約権等」といいます。）を当社が第三者

に対し発行（当社普通株式の発行に関しては自己株式の処分を含みます。）しようとする場合（但し、

①当社の役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とするストック・オプションを発行

する場合、及び②当社が他の事業会社との間で行う業務上の提携（既存の提携に限らず、新規又は潜在

的な提携を含みます。）の一環として又はこれに関連して当該他の事業会社に対してこれらの証券（権

利）を発行する場合（当該事業会社が金融会社もしくは貸金業者でなく、また、当社に対する金融を提

供することを主たる目的として業務上の提携を行うものでもない場合に限ります。）を除きます。）に

は、当社が当該第三者に対する新株及び新株予約権等の発行に合意する前に、割当予定先に対して、同

条件にてその予定する発行額の全部又は一部について、引受け又は購入する意図があるかどうかを確認

することを合意する予定です。

(ⅰ)　当社の株式の交付と引き換えに当社に取得される証券（権利）若しくは当社に取得させることが

できる証券（権利）

(ⅱ)　当社の株式の交付を当社に請求できる新株予約権の交付と引き換えに当社に取得される証券（権

利）若しくは当社に取得させることができる証券（権利）

(ⅲ)　当社の株式又は当社の株式の交付を請求できる新株予約権

割当予定先が当該新株及び新株予約権等の引受け又は購入を望む場合には、当該第三者の代わりに又は

当該第三者に加えて、割当予定先に対して同条件にて新株及び新株予約権等を発行いたします。

・　譲渡に関する事項

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとします（本新株予約権は、振替新

株予約権とするため、会社法236条１項６号に定める新株予約権の譲渡制限はありませんが、本買取契

約における制限として合意しております。）。

・　解約条項等

割当予定先は、(ⅰ)本買取契約が履行不能又は履行困難となるような、不可抗力とみなされる事態が生

じ又は生じる具体的なおそれがある場合、（ⅱ）国家の又は国際的な金融・財政状態、政治情勢若しく

は経済情勢又は為替レート若しくは為替管理に関して、本買取契約締結日以降、本新株予約権の買取又

は本新株予約権の行使、これによって取得する本株式の売却に重大な悪影響が生じ又は生じる具体的な

おそれがある場合、（ⅲ）割当予定先による本新株予約権の保有、行使又は、これによって取得する本

株式の売却が法令若しくは規則に反することとなった場合又はその具体的なおそれがある場合、（ⅳ）

本買取契約に定められた前提条件のいずれかにつき、払込期日までに充足せず、かつ、放棄もされてい

ない場合、（ⅴ）当社の表明保証に重要な点において誤りがあった場合・後発的事情で不正確になった

場合、その真実性又は正確性に重大な疑義が生じた場合、誓約・合意違反の場合、（ⅵ）別記「自己新

株予約権の取得の事由及び取得の条件」欄第２項に定める事由が発生した場合、（ⅶ）当社について、

破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始若しくはその他これに類似する法

的整理手続開始の申立てがあったとき、又は当該手続の開始原因若しくは申立原因（支払不能、支払停

止又は債務超過を含む。）となる事実が発生した場合、（ⅷ）当社及びその子会社並びにそれらの取締

役その他の経営陣のいずれが、犯罪組織その他の反社会的勢力である、又は、反社会的勢力と関係を

持っていると認められた場合、（ⅸ）当社及びその子会社並びにそれらの取締役その他の経営陣のいず

れが、自ら又は第三者を介して、反社会的行為を行い、又は行ったと認められた場合、又は（ⅹ）当社

及び当社の子会社並びにそれらの取締役その他の経営陣のいずれかに生じた事実、事情又はその他の状

況で、それにより割当予定先がコンプライアンスの観点から本買取契約の履行又は継続が困難であると

その合理的な裁量で判断する場合には、当社に通知することにより本買取契約を解約し、本新株予約権

の一部又は全部の取得を請求することができる旨、かかる請求を受けた場合、当社が本新株予約権１個

当たり発行価額と同額で当該本新株予約権を取得するとともに、当社の責めに起因して割当予定先に生

じた損失を補償する旨を合意する予定です。
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本新株予約権の第三者割当てによる資金調達方法は、行使価額が修正されるため、株価が下落したとして

も割当予定先にとっては行使しやすく、機動的に資金の調達を行えることから、当社の資金需要を満たしつ

つ、自己資本を増強することが可能であります。当社といたしましては、上記の＜本新株予約権の主な留意

事項＞①乃至⑤に比べ、＜本新株予約権の主な特徴＞①乃至⑦に記載のメリットから得られる効果の方が大

きいと考えており、上記「（注）１　(2) 行使価額修正選択権付新株予約権の発行を選択した理由」記載の

とおり、他の資金調達手段と比較しても、本資金調達方法が現時点において最良の選択であると判断し、こ

れを採用することを決定いたしました。

２．企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第９項に規定する場合に該当する事項はありません。

３．当該行使価額修正選択権付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項について割当予定先

との間で締結する予定の取決めの内容

当社が割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生後に締結する本買取契約には、上記

「（注）１　(3) 本資金調達方法の特徴」に記載した内容が含まれます。

４. 当社の株券の売買について割当予定先との間で締結する予定の取決めについて該当事項はありません。

５. 割当予定先と当社及び当社の特別利害関係者等との間において、本新株予約権の行使により取得する当社普

通株式に関連して株券貸借に関する契約を締結しておらず、またその予定もありません。

６. 本新株予約権の行使請求の方法

(1) 本新株予約権を行使する場合、別記「新株予約権の行使期間」欄記載の本新株予約権を行使することがで

きる期間中に別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄記載の行使請求受

付場所を宛先として、行使請求に必要な事項を通知するものとします。

(2) 本新株予約権を行使する場合、本項(1)の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額の全額を、現金にて別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場

所」欄に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとします。

(3) 本新株予約権の行使請求は、別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄記

載の行使請求受付場所に対する行使請求に必要な全部の事項の通知が行われ、かつ当該本新株予約権の行

使に際して出資される財産の価額の全額が前号に定める口座に入金された日に効力が発生します。

７．株式の交付方法

当社は、本新株予約権の行使請求の効力が生じた日の３銀行営業日後の日に振替株式の新規記録によって

株式を交付します。

８．本新株予約権証券の不発行

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しません。

９．社債、株式等の振替に関する法律の適用等

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について同法

の規定の適用を受ける。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の定める株式

等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従う。

 

(3) 【新株予約権証券の引受け】

該当事項はありません。
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２ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額 (円) 発行諸費用の概算額 (円) 差引手取概算額 (円)

2,199,000,000 16,000,000 2,183,600,000
 

(注) １．払込金額の総額は、本新株予約権の発行に際して払い込まれる金額の総額19,600,000円に本新株予約権の行

使に際して出資される財産の価額の合計額（本新株予約権が全て当初行使価額で行使された場合において、

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額である2,180,000,000円）を合算した金額であ

ります。

２．行使価額が修正された場合には、払込金額の総額及び差引手取概算額は増加又は減少する可能性がありま

す。また、本新株予約権の行使期間中に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した

場合には、払込金額の総額及び差引手取概算額は減少する可能性があります。

３．発行諸費用の概算額は、弁護士費用、登録免許税等の合計額、新株予約権の第三者機関による価値評価費

用、証券代行手数料等を合計したものであります。

 

(2) 【手取金の使途】

具体的な使途 金額 支出予定時期

三沢発電所の土地取得のために借り入れた資金の全額
返済のための資金（注）１．

250百万円
平成27年１月
～平成27年３月

三沢発電所を保有することとなる当社子会社（計４
社）への出資又は貸付けのための資金（注）２．

879百万円
平成27年１月
～平成28年３月

南島原発電所を保有している当社子会社への出資又は
貸付けのための資金（注）３．

127百万円
平成27年１月
～平成28年３月

別府地熱発電所を保有する当社子会社への出資又は貸
付けのための資金（注）４．

21百万円
平成27年１月
～平成27年８月

上記三沢発電所、南島原発電所及び別府地熱発電所以
外のその他の潜在的な案件である太陽光発電所又は地
熱発電所を保有することとなる当社子会社への出資又
は貸付けのための資金（注）５．

904百万円
平成27年１月
～平成29年１月

 

(注) １．当社は、平成26年12月15日付で当社の子会社である株式会社多摩川電子（以下「多摩川電子」といいま

す。）より250百万円の借入れを行い、平成26年12月16日付で三沢発電所の土地（約153,000㎡）及び平成26

年12月26日付で同土地における発電事業者としての権利を購入しており、多摩川電子に対して当該借入金の

全額返済を行うものであります。その後、多摩川電子に対して返済した当該資金につき、多摩川電子より三

沢発電所を運営する合同会社に対して同額を太陽光発電所の設置及び運営のための資金として出資又は貸付

けを行う予定であります。これは、現時点では合同会社において十分な自己資金を有しておらず、かつ、総

投資額に対して一定割合の自己資金を有していなければ金融機関等からの借入れも困難であるため行うもの

です。なお、三沢発電所は、発電規模約10,000Kw、売電価格36円で平成28年３月に稼働を開始する予定で

す。

２．当社は、三沢発電所の建設、保有及び運営の主体となる当社子会社である合同会社ＧＰエナジーA、合同会

社ＧＰエナジーB、合同会社ＧＰエナジーC及び合同会社ＧＰエナジーDに対し、三沢発電所の設置及び運用

のための資金として出資又は貸付けを行うものであります。これは、現時点では合同会社において十分な自

己資金を有しておらず、かつ、総投資額に対して一定割合の自己資金を有していなければ金融機関等からの

借入れも困難であるため行うものです。なお、三沢発電所に係る投資額の詳細は、下記表のとおりです。

投資予定額（百万円)

自己資金額 借入金額 総額

1,402
（1,402百万円のうち272百
万円については、既に投資
済み。また、1,402百万円の
うち250百万円については、
上記（注）１．に記載のと
おり、多摩川電子からの資
金となります。）

2,044
3,446

（うち272百万円について
は、既に投資済み。）
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３．当社は、南島原発電所を保有している当社子会社である株式会社GPエナジー３Aに対し、南島原発電所の拡

張のため太陽光発電設備のモジュール・架台・電気設備、工事代金、構築物その他経費等の資金として出資

又は貸付けを行うものであります。なお、南島原発電所は、発電規模約49Kw、売電価格40円で平成25年９月

に稼働済みですが、今回、発電規模を約1,000Kwまで拡張することを予定しております。拡張部分の売電価

格は当初の40円と同額であり、拡張部分の稼働予定時期は、平成28年３月です。なお、南島原発電所に係る

投資額の詳細は、下記表のとおりです。

投資予定額 (百万円)

自己資金額 借入金額 総額

127 171 299
 

４．当社は、別府地熱発電所の建設、保有及び運営の主体となる当社子会社である株式会社GPエナジー６に対

し、別府地熱発電所の設置及び運用のための資金として出資又は貸付けを行うものであります。なお、別府

地熱発電所に係る投資額の詳細は、下記表のとおりです。

投資予定額 (百万円)

自己資金額 借入金額 総額

92
（うち70百万円について
は、別府地熱発電所の設備
工事請負契約及び工事請負
契約に係る前渡金並びに土
地購入費用として投資済
み。）

118 211

 

５．当社は、上記確定案件以外にも、未確定ながらも太陽光発電所及び地熱発電所の複数の候補地（太陽光発電

所用地につき、土地賃貸借の手付金の支払い又は土地賃貸借の予約契約若しくは覚書の締結等により用地確

保の目途がある状況のもの、太陽光発電所用地及び地熱発電所用地の確保を行うための基本合意の締結等の

手続を行おうとしている状況のもの、又は、太陽光発電所用地としての収益性、土地の状況・権利関係等の

調査段階であるもの。）を有しております。確定案件となりましたら、原則として当社子会社で発電所を保

有することを前提に、当該子会社に対して出資又は貸付けを行う予定であります。

６．当社子会社は、当社から出資又は貸付けを受けた資金及び金融機関からの借入金（案件ごとに金融機関と協

議を行うため、借入金の額は未定です。）を、太陽光発電所及び地熱発電所の設置及び運営に充当する予定

です。用途の内訳については、太陽光発電所の場合には土地の賃料又は地代、太陽光発電設備のモジュー

ル・架台・電気設備、工事代金、構築物その他経費等及び地熱発電所の場合には地熱発電所設備の発電設

備、配管工事、温泉源泉給湯権、土地その他経費等に充当する予定ですが、それらの内訳については設計・

計画等により変わるものであり未定です。

７．上記の金額は、本新株予約権が全て当初行使価額で行使された場合の調達金額を基礎とした金額です。行使

価額が修正された場合には、増加又は減少する可能性があります。また、本新株予約権の行使期間中に行使

が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、減少する可能性があります。な

お、行使価額の修正により調達額が増加した場合には、当社は潜在的な発電所候補を多数保有しているた

め、当該候補に対し原則として当社子会社で発電所を保有することを前提に、当該子会社に対して出資又は

貸付けを行う予定であります。行使価額の修正、本新株予約権の行使期間中の一部不行使及び当社が取得し

た本新株予約権の消却により調達額が減少した場合には、現在又は将来保有の太陽光発電所及び地熱発電所

の売却等ポートフォリオの組替えを想定し、資金を確保した上、優良な案件に優先的に投資を行う予定であ

ります。

８．調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたします。
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第２ 【売出要項】

 

該当事項はありません。
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】
　

a.　割当予定先の概要 名称 マッコーリー・バンク・リミテッド（Macquarie Bank

Limited）

本店所在地 Level 3, 50 Martin Place, Sydney NSW 2000, Australia

国内の主たる事務所の責

任者の氏名及び連絡先
該当事項はありません。

代表者の役職・氏名 会長 H.K.マッキャン(H.K. McCann)

CEO G.C.ワード(G.C.Ward)

事業内容 商業銀行

資本金 A$ 8,157 million（776,464百万円）

(平成26年３月31日現在）

主たる出資者及びその出

資比率
Macquarie B.H. Pty Ltd, 100%

b.　提出者と割当予定

先との間の関係

出資関係 当社が保有

している割

当予定先の

株式の数

該当事項はありません。

割当予定先

が保有して

いる当社の

株式の数

該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係又は取引関係 該当事項はありません。
 

 

c． 割当予定先の選定理由

当社グループの行う太陽光発電所事業及び本新規事業においては、投資資金を自己資金と金融機関等からの借入に

より拠出することとなりますが、金融機関等からの借入に際しては自己資金があることが前提となることから、当社

としては、当社グループの太陽光発電所事業及び本新規事業に係る土地の確保の状況を踏まえつつ、自己資金の調達

方法を検討しておりました。このような中、平成26年10月中旬頃、当社グループの行う太陽光発電所事業に関心を

もったマッコーリーキャピタル証券会社から連絡があり、同社から当社グループによる太陽光発電所事業と当社によ

る新株予約権の発行条件の提案を受け、当社において検討しました。その結果、当社としては、上記「第１　募集要

項　１　新規発行新株予約権証券　(2) 新株予約権の内容等　（注）１. 行使価額修正選択権付新株予約権付社債券

等の発行により資金調達をしようとする理由　(2) 行使価額修正選択権付新株予約権の発行を選択した理由」に記載

のとおり、本新株予約権の条件について、将来において調達額が減少する可能性はある一方、株価条件によっては当

社の調達額が増加する可能性もあることや、新株予約権の行使可能性を確保するための購入保証といった方策及び希

薄化についての抑止策が設けられていること、当社グループの本新規事業の開始も踏まえ、当社グループの行う太陽

光発電所事業及び本新規事業に係る土地の確保の状況に照らして適切な時期に資金調達を行うことが可能であると判

断されることから、当社は、マッコーリー・バンク・リミテッドを割当予定先として第三者割当による行使価額修正

条項の付された本新株予約権の発行を行うことといたしました。
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なお、割当予定先であるマッコーリー・バンク・リミテッド（Level 3, 50 Martin Place, Sydney NSW 2000,

Australia　会長 H.K.マッキャン(H.K. McCann) ）とマッコーリーキャピタル証券会社（東京都千代田区紀尾井町４

番１号ニューオータニガーデンコート　日本における代表者　ピーター・イードン・クラーク（Peter Eadon-

Clarke））との関係は、互いに資本関係等はないものの、両社ともマッコーリー・グループ・リミテッド（オースト

ラリア証券取引所（ＡＳＸ）に上場）の完全子会社であり、本件において、マッコーリーキャピタル証券会社はマッ

コーリー・バンク・リミテッドによる本新株予約権の買受けのあっせんを行っております。当社はマッコーリー・バ

ンク・リミテッド及びマッコーリーキャピタル証券会社の担当者との面談を通じて、当社の資金需要等の説明を行

い、協議を重ねた結果、世界各地に拠点を構えグローバルに業務を展開しており、平成22年８月から平成26年11月ま

での期間において日本国内の上場会社16社に対して投資実績のある割当予定先の投資意欲と当社の資金需要が合致し

たことから、当社の事業戦略、資金需要の必要性及び時期等をご理解いただいたうえで、今回の資金調達への支援に

つき割当予定先との間で交渉を行うこととなり、割当予定先と協議を進め検討した結果、割当予定先の株式を100％所

有するマッコーリー・ビーエイチ・ピーティーワイ・リミテッドの所有者であるマッコーリー・グループ・リミテッ

ドは、同社のホームページによると、1969年の創業以来40年以上にわたり、銀行業務、資金調達、Ｍ＆Ａアドバイザ

リー、投資業務、資産運用などの各種金融サービスを世界28カ国で展開し、世界で上位50社に数えられる資産運用機

関として13,600名を超える社員を有するマッコーリー・グループの持株会社としてオーストラリア証券取引所（ＡＳ

Ｘ）に上場しており、オーストラリアの大手金融機関であり社会的な信頼が大きいこと、また割当予定先が日本にお

いて既に多くの投資実績（平成22年８月から平成26年11月までの期間において日本国内の上場会社16社に対する投資

実績）を残しており、本件に関する豊富なノウハウを持ち合わせていることから、マッコーリー・バンク・リミテッ

ドを割当予定先として選定するに至りました。

なお、本第三者割当は、日本証券業協会会員であるマッコーリーキャピタル証券会社のあっせんを受けて行われた

ものであり、日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」の適用を受けて募集が行われるも

のです。

 
d． 割り当てようとする株式の数

マッコーリー・バンク・リミテッド：新株予約権の目的である株式の総数　10,000,000株

 
e． 株式等の保有方針

本新株予約権について、当社と割当予定先であるマッコーリー・バンク・リミテッドの間で継続保有及び預託に関

する取り決めはありません。また、本新株予約権の譲渡には当社の取締役会による承認が必要とされていることに加

え、本買取契約において、割当予定先は、当社の取締役会の承認がない限り、本買取契約に基づく権利・義務、本買

取契約上の地位及び本新株予約権を第三者に譲渡しない旨が定められています。

なお、当社役員と割当予定先とのあっせんを行うマッコーリーキャピタル証券会社の担当者との協議において、割

当予定先が本新株予約権の行使により取得する当社普通株式について、適宜判断の上、比較的短期間で売却を目標と

するものの、運用に際しては市場への影響を常に留意する方針であることを口頭で確認しております。

また、当社と割当予定先は、当社取締役会の決議により本新株予約権の行使価額が修正される仕組みに切り替えた

場合には、本新株予約権が東京証券取引所の定める有価証券上場規程及び日本証券業協会の定める「第三者割当増資

等の取扱いに関する規則」に定義される「MSCB等」に該当するため、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434

条第１項及び同施行規則第436条第１項乃至第５項、並びに日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関

する規則」第13条の定めに基づき、原則として、単一暦月中に割当予定先が本新株予約権を行使することにより取得

する株式数が、本新株予約権の払込日時点における上場株式数の10％を超える部分に係る転換又は行使（以下「制限

超過行使」といいます。）を制限する旨を本買取契約にて規定する予定です。
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具体的には、①割当予定先が制限超過行使を行わないこと、②割当予定先が本新株予約権を行使する場合、あらか

じめ、当社に対し、本新株予約権の行使が制限超過行使に該当しないかについて確認を行うこと、③割当予定先が本

新株予約権を転売する場合には、あらかじめ、転売先となる者に対し、当社との間で前記①及び②に定める事項と同

様の内容を約させること、④割当予定先は、転売先となる者がさらに第三者に転売する場合も、あらかじめ当該第三

者に対し当社との間で前記①及び②に定める事項と同様の内容を約させること、⑤当社は割当予定先による制限超過

行使を行わせないこと、⑥当社は、割当予定先からの転売先となる者（転売先となる者から転売を受ける第三者を含

む。）との間で、当社と割当予定先が合意する制限超過行使の制限と同様の合意を行うこと等の内容について、本買

取契約により合意します。

 
f． 払込みに要する資金等の状況

当社は割当予定先であるマッコーリー・バンク・リミテッドに対し、最近３年間の経営成績及び財政状態について

平成23年(2011年)度から平成25年(2013年)度のアニュアルレポート(豪州の平成13年(2001年)会社法(英名：

Corporations Act 2001)に基づく資料であり、平成26年３月31日現在の現金および現金同等物はA$10,657million(円

換算額：1,014,439百万円) 、参照為替レート：95.19円(平成26年３月31日時点))を確認しており、払込みおよび本新

株予約権の行使に要する財産の存在について確実なものと判断しております。

 
g． 割当予定先の実態

割当予定先は、マッコーリー・ビーエイチ・ピーティーワイ・リミテッドの100％子会社であり、マッコーリー・

ビーエイチ・ピーティーワイ・リミテッドは、オーストラリア証券取引所（ＡＳＸ）に上場し、オーストラリア銀行

規制機関であるオーストラリア健全性規制庁ＡＰＲＡ（Australian Prudential Regulation Authority）の監督及び

規制を受けておりますマッコーリー・グループ・リミテッドの100％子会社であります。また、マッコーリー・グルー

プは、金融行動監視機構（Financial Conduct Authority）及びプルーデンス規制機構（Prudential Regulation

Authority）の規制を受ける英国の銀行であるマッコーリー・バンク・インターナショナルも傘下においております。

日本においては、割当予定先の関連会社であるマッコーリーキャピタル証券会社が第一種金融商品取引業の登録を受

け、金融庁の監督及び規制を受けております。以上のような、割当予定先の属するグループが諸外国の監督及び規制

のもとにある事実について、当社は割当予定先とのあっせんを行うマッコーリーキャピタル証券会社の担当者との面

談によるヒアリング及びＡＰＲＡホームページ、割当予定先のアニュアルレポート等で確認しております。

また、割当予定先、当該割当予定先の役員又は主要株主（主な出資者）が暴力団等とは一切関係がないことについ

て、割当予定先からその旨を証する書面を受領し確認しております。以上から、割当予定先並びにその役員及び主要

株主が反社会的勢力とは関係がないものと判断しており、その旨の確認書を東京証券取引所に提出しております。

 
２ 【株券等の譲渡制限】

本新株予約権は、振替新株予約権とするため、会社法236条１項６号に定める新株予約権の譲渡制限はありません

が、本買取契約における制限として本新株予約権の譲渡の際には当社取締役会の承認が必要である旨を合意しており

ます。
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３ 【発行条件に関する事項】

(1) 発行価格の算定根拠及び発行条件の合理性に関する考え方

当社は、本発行要項及びマッコーリー・バンク・リミテッドとの間で締結する予定の本買取契約に定められた諸

条件を考慮した本新株予約権の評価を第三者算定機関（株式会社ヴァーリック・インベストメント・アドバイザ

リー。住所は東京都港区元赤坂1-6-2。代表は小幡治及び上月一矢。）に依頼しました。当該算定機関は、価格算定

に使用する価格算定モデルの決定に当たって、ブラック・ショールズ・モデルや二項モデルといった他の価格算定

モデルとの比較及び検討を実施したうえで、一定株数及び一定期間の制約の中で段階的な権利行使がなされるこ

と、行使期間中に行使価額の修正がなされる可能性があること、並びに本発行要項及び割当予定先との間で締結す

る予定の本買取契約に定められたその他の諸条件を相対的に適切に算定結果に反映できる価格算定モデルとして、

一般的な価格算定モデルのうちモンテカルロ・シミュレーションを用いて本新株予約権の評価を実施しています。

また、当該算定機関は、本新株予約権の諸条件、新株予約権の発行決議に先立つ当社普通株式の株価218円/株、当

社普通株式の価格の変動性（ボラティリティ）86.9％（３か月）、66.2％（６か月）、68.9％（１年）、64.6％

（２年）、満期までの期間２年、配当利回り0.5％、無リスク利子率0.1％（３か月～２年）、発行会社の行動（発

行会社は基本的に割当予定先による権利行使を待つものとしています。また、発行会社に付された取得条項は、発

行要項上いつでも行使することが可能な権利とされております。発行会社は、株価が一定程度上昇した場合、残存

する本新株予約権を全部取得するものと想定しており、当該評価においてはその水準を発行決議時株価の150％以上

となった場合と設定しております。発行要項上取得条項は任意コール（ソフトコール）であり、同条項が発動され

る具体的な株価水準は定められていません。通常任意コールの発動は取得者の収益が正の値を取る場合に行われる

ため、この発動水準を行使価額の100％と設定する場合もあります。しかし、本新株予約権の算定においてはこの発

動水準を保守的に設定し、本新株予約権の割当日以降、金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値

が、20取引日連続して、当該各取引日における行使価額の150％を超えた場合、当社は、当社取締役会が別途定める

日（取得日）の15取引日前までに割当予定先に対する通知を行うことにより、当該取得日において本新株予約権１

個につき発行価額で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得することができると想定していま

す。発動水準を150％と設定した理由は、当社がより有利な代替資金調達手法を確保することという既存株主の保護

の観点を加味し、代替資金調達コストをCAPMと調達金利から10％程度と見積もり、取得条項を発動する株価水準

は、行使価額に代替資金調達コストを加えた水準をさらに保守的に設定しました。これは、株価が当該水準を超え

た場合、対象新株予約権による資金調達よりも代替の資金調達の方が、調達コストが安価となり、企業が株主価値

の最大化のため取得条項を発動することが合理的と考えられるためです。なお、本新株予約権の算定において不行

使期間の設定権は行使されないものと仮定しています。これは、不行使期間の設定権が行使されても、その期間に

行使されなかった新株予約権は、それ以外の期間で行使されると評価の前提を置いているからです。本新株予約権

の行使価額は、発行当初は固定型で、当社の取締役会決議により修正型に切り替えることができますが、資金調達

を円滑に進める為に、行使価額は行使期間が始まると同時に修正型へ切り替わるものと仮定しています。）、割当

予定先の行動（当社株価が権利行使価格を上回っている場合に随時権利行使を行い、取得した株式を１日当たりの

平均売買出来高の約10％で売却すること）を考慮して、一般的な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレー

ションを用いて、本新株予約権の評価を実施しました。なお、当社に付された取得条項は、発行要項上いつでも行

使することが可能な権利とされております。当社は、株価が一定程度上昇した場合、残存する本新株予約権を全部

取得するものと想定しており、当該評価においてはその水準を発行決議時株価の150％以上となった場合と設定して

おります。

当社は、当該算定機関が上記前提条件を基に算定した評価額である本新株予約権の１個の払込金額である1,960円

を参考に、割当予定先との間での協議を経て、本新株予約権の１個の払込金額を1,960円としました。また、本新株

予約権の行使価額は、当初、平成26年12月25日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の100％に

相当する額とするとともに、本新株予約権の行使価額の修正に係るディスカウント率は、当社普通株式の株価動向

等を勘案した上で、マッコーリー・バンク・リミテッドとの間での協議を経て、10％としました。
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本新株予約権の払込金額の決定に当たっては、当該算定機関が公正な評価額に影響を及ぼす可能性のある事象を

前提として考慮し、新株予約権の評価額の算定手法として一般的に用いられているモンテカルロ・シミュレーショ

ンを用いて公正価値を算定していることから、当該算定機関の算定結果は合理的な公正価格であると考えられると

ころ、払込金額が算定結果である評価額を参考に、当該評価額を下回らない範囲で、割当予定先との間での協議を

経て決定されているため、本新株予約権の払込金額は、有利発行には該当せず、適正かつ妥当な価額であると判断

いたしました。

なお、当社監査役３名全員（うち会社法上の社外監査役２名）から、払込金額が割当予定先に特に有利でないこ

とに関し、上記算定根拠に照らして検討した結果、上記算定根拠に不合理な点は見受けられず、有利発行に該当し

ない旨の意見の表明を得ております。当該意見表明は、①第三者算定機関である株式会社ヴァーリック・インベス

トメント・アドバイザリーが新株予約権の評価額の算定手法として一般的に用いられているモンテカルロ・シミュ

レーションを用いて本新株予約権の公正価値を算定していること、②当該算定にあたり、本新株予約権の行使価額

や行使期間等の発行条件、当社普通株式の市場売買高及び株価、株価変動性、配当利回り、無リスク利子率等の諸

条件及び割当予定先との間で締結する予定の本買取契約に定められたその他の諸条件並びに当社と割当予定先の行

動が考慮されていること、③払込金額が算定結果である評価額を参考に、当該評価額を下回らない範囲で、割当予

定先との間での協議を経て決定されていること等を総合考慮して、本新株予約権の払込金額は適正価額であり、有

利発行には該当しない旨の意見を述べるものであります。

 

(2) 発行数量及び株式の希薄化の規模の合理性に関する考え方

本新株予約権が全て行使された場合に交付される株式数は10,000,000株（議決権数10,000個）であり、平成26年

９月30日現在の当社発行済株式総数41,865,000株（自己株式及び単元未満株式を除く当社普通株式に係る議決権数

41,244個）を分母とする希薄化率は23.9％（自己株式及び単元未満株式を除く当社普通株式に係る議決権の総数に

対する割合は24.2％）に相当します。

しかしながら、本新株予約権の発行及び割当予定先による本新株予約権の行使により調達した資金を、前述のと

おり三沢発電所の土地取得のために借り入れた資金の全額返済のための資金、三沢発電所を保有することとなる当

社子会社（計４社）への出資又は貸付けのための資金、南島原発電所を保有している当社子会社への出資又は貸付

けのための資金及び上記その他の潜在的な案件である発電所を保有することとなる当社子会社への出資又は貸付の

ための資金に充当することにより、収益基盤の一層の強化を図れることが見込まれることから、将来的な収益力の

増大が期待され、希薄化の規模は合理的であると判断しました。

また、①新株予約権の目的である当社普通株式数の合計10,000,000株に対し、当社普通株式の過去６ヶ月間にお

ける１日当たり平均出来高は217,578株であり、一定の流動性を有していること、②本新株予約権は、当社の判断に

よる行使価額が修正される仕組みへの切替え、不行使期間の設定、株式購入保証の活用により、当社が資金需要に

応じて行使を一定程度コントロール可能であり、かつ③当社の判断により本新株予約権を取得することも可能であ

るため、本新株予約権の発行は、市場に過度の影響を与える規模ではなく、発行数量の規模も合理的であると判断

しました。

なお、将来何らかの事由により資金調達の必要性が薄れた場合、又は本スキームより有利な資金調達方法が利用

可能となった場合には、当社の判断により、残存する本新株予約権を取得できる条項を付することで、必要以上の

希薄化が進行しないように配慮しております。

　

４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

該当事項はありません。
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５ 【第三者割当後の大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

総議決権数に
対する所有議
決権の割合
（％）

割当後の
所有株式数
（千株）

割当後の総議
決権数に対す
る所有権議決
権の割合
（％）

マッコーリー・バンク・
リミテッド（常任代理
人　シティバンク銀行株
式会社）

Level 3, 50 Martin
Place, Sydney NSW 2000,
Australia
（東京都品川区東品川2-3-
14）

― ― 10,000 19.51

シービーエスジーバンク
ジュリアスベアシンガ
ポールブランチ(常任代理
人 シティバンク銀行株
式会社)

Bahnhofstrasse 36,
P.O.Box CH-8010 Zurich
Switzerland
(東京都新宿区新宿6-27-
30)

4,311 10.30 4,311 8.41

ミズホセキュリティーズ
アジアリミテッドクライ
アントアカウント
(常任代理人 株式会社み
ずほ銀行決済営業部）

12th Floor, Chater
House, 8 Connaught Road,
Central, Hong Kong
（東京都中央区月島4-16-
13）

3,410 8.15 3,410 6.65

ダイワキャピタルマー
ケッツシンガポールリミ
テッド(トラストアカウン
ト)
(常任代理人 大和証券株
式会社）

6 Shenton Way #26-08 DBS
Building Tower
Twosingapore 068809
（東京都千代田区丸の内1-
9-1）

2,977 7.11 2,977 5.80

島貫　宏昌 東京都港区 1,914 4.57 1,914 3.74

日本証券金融株式会社
東京都中央区日本橋茅場町
1-2-10

1,486 3.55 1,486 2.90

有限会社佐藤総合企画
東京都中央区銀座6-7-16　
岩月ビル5F

1,350 3.22 1,350 2.63

Barclays Bank Plc
Singapore - Client Ac -
Non japanese Residents
(常任代理人 シティバン
ク銀行株式会社)

1 Churchill Place London
E14 5HP UK
（東京都新宿区新宿6-27-
30）

1,235 2.95 1,235 2.41

久保田　定 宮城県仙台市青葉区 1,042 2.49 1,042 2.03

桝沢　徹 シンガポール国 954 2.28 954 1.86

新井　紀之 埼玉県鴻巣市 926 2.21 926 1.81

計 ― 19,605 46.83 29,605 57.78
 

(注) １．平成26年９月30日現在の株主名簿を基準として記載しております。

２．総議決権数に対する所有議決権数の割合及び、割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合は、小数点

第３位を四捨五入しております。

３．割当予定先であるマッコーリー・バンク・リミテッドの割当後の総議決権数に対する所有議決権数は、本新

株予約権を全て行使した上で取得する当該株式を全て保有したと仮定した場合の数となります。本新株予約

権の行使後の当社株式に関する割当予定先の保有方針は、純投資であり、長期間保有する意思を表明してお

りません。なお、独占禁止法第11条にて、銀行業を営む会社は、原則他の事業会社（保険会社を除きま

す。）の発行済株式数の５％を超えて保有することはできない旨定められておりますので、割当予定先は、

原則として当社発行済株式の５％を超えて保有することはできず、よって、原則として割当予定先が一度の

行使請求によって当社発行済株式の５％を超える株式を取得することもありません。

４．本新株予約権は、行使されるまでは潜在株式として割当予定先にて保有されます。今後割当予定先による行

使状況及び行使後の株式保有状況に応じて、大株主の状況が変動いたします。
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６ 【大規模な第三者割当の必要性】

該当事項はありません。

 

７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項はありません。

 

８ 【その他参考になる事項】

該当事項はありません。

 

第４ 【その他の記載事項】

 

該当事項はありません。

 

 

第二部 【公開買付けに関する情報】

 

第１ 【公開買付けの概要】

 

該当事項はありません。

 
第２ 【統合財務情報】

 

該当事項はありません。

 
第３ 【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】

 

該当事項はありません。
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第三部 【追完情報】

 

１．資本金の増減について

組込情報の有価証券報告書の提出日以降、本書提出日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式数は606,000

株増加し、これによって資本金は23,028千円増加して1,648,514千円となりました。

 
２．事業等のリスクについて

後記「第四部　組込情報」の有価証券報告書及び四半期報告書（以下、「有価証券報告書等」という。）に記載さ

れた「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後、本有価証券届出書提出日（平成26年12月26

日）までの間において、変更及び追加がありました。以下の内容は当該事業等のリスクの変更箇所のみ記載したもの

であり、変更及び追加箇所は下線で示しております。

なお、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は、以下の「事業等のリス

ク」に記載した事項を除き、本有価証券届出書提出日（平成26年12月26日）現在においてもその判断に変更はありま

せん。

当社の経営成績、株価及び財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。な

お、文中における将来に関する事項は、有価証券届出書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　

(1)～(11)略

 
(12)株式の希薄化について

本新株予約権10,000個の行使の目的となる株式数は10,000,000株であり、平成26年９月30日現在の当社普通株式

の発行済株式総数41,865,000株（自己株式及び単元未満株式を除く当社普通株式に係る議決権数41,244個）に対す

る割合は23.9％（自己株式及び単元未満株式を除く当社普通株式に係る議決権数に対する割合24.2％）となりま

す。本新株予約権が行使された場合には、自己株式及び単元未満株式を除く当社普通株式に係る議決権数に対する

議決権所有割合が低下し、また、当社普通株式１株当たりの純資産や純利益といった株式価値が希薄化することに

なり、当社の株価に悪影響を及ぼす可能性があります。

 
(13)本新株予約権による行使がされない場合について

本新株予約権の行使は、原則として割当予定先の行使に係る投資判断によるため、資金調達手段としては不確実

性があります。そのため、本新株予約権の行使による調達額及び差引手取概算額は減少し、当社の想定する事業計

画を遂行できず、当社が期待した収益を上げることが出来ない可能性があり、また、この場合、当社の経営成績及

び財政状態に悪影響を与える可能性があります。

 
３．臨時報告書の提出について

当社は、後記「第四部 組込情報」に記載の有価証券報告書（第46期事業年度）提出日（平成26年６月27日）以降、

本有価証券届出書提出日（平成26年12月26日）までの間において、以下の臨時報告書を関東財務局長に提出しており

ます。

 
取締役会における代表取締役の解職についての決議（企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規

定に基づく報告。提出日：平成26年６月27日）

(1) 当該異動に係る代表取締役の氏名、職名及び生年月日

①氏名　　　　　　　　：　　福永　節也

②職名（異動前）　　　：　　代表取締役会長

③職名（異動後）　　　：　　取締役

④生年月日　　　　　　：　　昭和30年３月18日生
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(2) 当該異動の年月日

平成26年６月26日

 
(3) 当該異動に係る当該代表取締役の所有株式数

48,000株

(注)　異動日における所有株式数を把握できておらず、平成26年3月31日の最終の株主名簿に基づく株式数を記載

しております。

 
Ⅱ　株主総会の議決権行使結果（企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく報告。提

出日：平成26年７月３日）

(1) 当該株主総会が開催された年月日

平成26年６月27日

 
(2) 当該決議事項の内容

第１号議案 資本準備金の額の減少及び剰余金の処分の件

①．資本金準備金の額の減少及び剰余金の処分の目的

(イ) 早期に配当可能額を確保し配当を実現するため。

(ロ) 過去の損失より生じた欠損を填補するため。

(ハ) 今後の資本政策の柔軟性及び機動性を確保するため。

　

②．資本準備金の額の減少の要領

会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を573,047千円減少させ、その全額をその他資本剰余金

に振り替えます。

　

③．本準備金の額の減少が効力を生ずる日

平成26年６月27日

　

④．剰余金の処分の要領

会社法第452条に基づき、振り替えの効力が生じた後のその他資本剰余金573,047千円を減少させ、その全

額を繰越利益剰余金に振り替え、欠損填補いたします。

　

第２号議案 取締役４名選任の件

桝沢 徹、小林正憲、日下成人、宮内幸三郎を取締役に選任するものであります。

　

第３号議案 監査役１名選任の件

鈴木恒雄を監査役に選任するものであります。
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(3) 当該決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要

件並びに当該決議の結果

決議事項
賛成
（個）

反対
（個）

棄権・無効
（個）

決議の結果
（賛成の割合）

第１号議案

資本準備金の額の減少及び剰余金の処分

の件

21,975 15 0 可決(99.9％)

第２号議案

取締役４名選任の件

１．桝沢　徹

２．小林　正憲

３．日下　成人

４．宮内　幸三郎

 

21,960

21,957

21,957

21,957

 

30

33

33

33

 

0

0

0

0

 

可決(99.9％)

可決(99.8％)

可決(99.8％)

可決(99.8％)

第３号議案

監査役１名選任の件

１．鈴木　恒雄

 

21,960

 

30

 

0

 

可決(99.9％)
 

(注) １．各決議事項が可決されるための要件は次のとおりであります。

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成であります。

２．賛成の割合の計算方法は次のとおりであります。

本株主総会に出席した株主の議決権の数（本株主総会前日までの事前行使分及び当日出席のすべての株主

分）に対する、事前行使分及び当日出席の株主のうち、各議案の賛否に関して賛成が確認できた議決権の数

の割合であります。

 
(4) 議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数は全て参入しており、該当事項はありません。
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第四部 【組込情報】

 

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
（第46期）

　自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日

平成26年６月27日
関東財務局に提出

四半期報告書
事業年度

（第47期第２四半期）
　自　平成26年７月１日
　至　平成26年９月30日

平成26年11月13日
関東財務局に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用し

て提出したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイド

ライン）Ａ４－１に基づき本届出書の添付書類としております。
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第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

 

第六部 【特別情報】

 
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成26年６月27日
 

株式会社多摩川ホールディングス

取締役会  御中
 

 

海南監査法人  
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   秋　　葉      陽   　　印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   溝   口    俊   一   印

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社多摩川ホールディングスの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社多摩川ホールディングス及び連結子会社の平成26年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成26年５月29日に第三者割当による新株予約権の発行を実施し

　　た。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、平成26年６月27日開催の定時株主総会において、資本準備金の額の減

　　少及び剰余金の処分を決議し、可決されている。
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３．重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社である株式会社ＧＰエナジー３は平成26年５月15日付でリー

　　ス契約を締結している。

 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
その他の事項

 会社の平成25年３月31日をもって終了した前連結会計年度の連結財務諸表は、前任監査人によって監査されている。

前任監査人は、当該連結財務諸表に対して平成25年６月27日付けで無限定適正意見を表明している。

 
 
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社多摩川ホールディング

スの平成26年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制監査報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手

するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響

の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及

び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社多摩川ホールディングスが平成26年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準

に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。
２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成26年６月27日
 

株式会社多摩川ホールディングス

取締役会  御中
 

 

海南監査法人  
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   秋　　葉      陽  　　 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   溝   口    俊   一   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社多摩川ホールディングスの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第46期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社多摩川ホールディングスの平成26年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。
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強調事項

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成26年５月29日に第三者割当による新株予約権の発行を実施し

　　た。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、平成26年６月27日開催の定時株主総会において、資本準備金の額の減

　　少及び剰余金の処分を決議し、可決されている。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は子会社である株式会社ＧＰエナジー３が平成26年５月15日付で締

　　結したリース契約に関して連帯保証を行っている。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
その他の事項

　会社の平成25年３月31日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前任監査

人は、当該財務諸表に対して平成25年６月27日付けで無限定適正意見を表明している。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。
２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月13日

株式会社多摩川ホールディングス

取締役会 御中

 

海南監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   秋葉　陽   　　　　　　印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　溝口　俊一   　　　　 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社多摩川

ホールディングスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年７

月１日から平成26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社多摩川ホールディングス及び連結子会社の平成26年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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